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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一端に操舵部材が連結されるステアリングシャフトと、
　前記ステアリングシャフトを保持し、前記ステアリングシャフトの軸方向に沿う中心軸
を有し、前記軸方向に対して上下に交差する交差方向に移動可能なコラムジャケットと、
　車体に固定され、前記交差方向および前記軸方向に対する直交方向において対向配置さ
れる一対の側板を含み、前記一対の側板の間で前記コラムジャケットを移動可能に支持す
るブラケットと、
　前記直交方向に延び、前記直交方向における前記一対の側板の両外側のそれぞれに端部
を有し、前記ブラケットに対する前記コラムジャケットの移動を可能および不能とするた
めに操作される操作部材が取り付けられ、前記コラムジャケットとともに前記交差方向に
移動可能な挿通軸と、
　一方の前記側板によって支持され、前記交差方向に所定のピッチで並ぶ複数の第１歯に
よって構成された第１歯列と、
　他方の前記側板によって支持され、前記交差方向に前記所定のピッチで並ぶ複数の第２
歯によって構成された第２歯列と、
　前記第１歯と噛み合い可能であり、前記挿通軸の一方の前記端部によって支持され、前
記操作部材の操作に応じて前記第１歯列に接離可能な第３歯と、
　前記第２歯と噛み合い可能であり、前記挿通軸の他方の前記端部によって支持され、前
記操作部材の操作に応じて前記第２歯列に接離可能な第４歯とを含み、
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　前記第１歯および前記第２歯の歯先同士、ならびに、前記第３歯および前記第４歯の歯
先同士のうち、一方の歯先同士は、前記交差方向において同じ位置にあり、他方の歯先同
士は、前記交差方向において前記所定のピッチよりも小さい距離だけずれている、ステア
リング装置。
【請求項２】
　前記距離は、前記所定のピッチの半分に相当する、請求項１に記載のステアリング装置
。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、ステアリング装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　下記特許文献１に記載されたステアリングコラムは、回動することによって所定の調整
方向における位置調整が可能な調整部と、調整部を保持する保持部と、ツースプレートと
、押圧部材と、クランプボルトとを含む。調整部には、ステアリングシャフトを保持する
ジャケットユニットが取り付けられている。保持部には、調整方向に並ぶ複数の歯が設け
られている。ツースプレートにも、調整方向に並ぶ複数の歯が設けられている。クランプ
ボルトは、押圧部材およびツースプレートに対して挿通されていて、調整部とともに回動
可能である。
【０００３】
　クランプボルトに取り付けられたレバーを操作することにより、押圧部材を保持部側へ
移動させることができる。押圧部材が保持部側に移動すると、ツースプレートが押圧部材
に押圧されることによって保持部へ向けて移動する。移動したツースプレートの歯が保持
部の歯同士の隙間に入り込むと、保持部の歯とツースプレートの歯とが噛み合う。これに
より、調整方向におけるジャケットユニットの位置が固定される。
【０００４】
　一方、ツースプレートの歯が保持部の歯同士の隙間に入り込まずに保持部の歯に乗り上
げた場合、押圧部材は、ツースプレートを撓ませることで保持部を押圧する。この状態か
らツースプレートが調整方向に移動すると、ツースプレートが撓む前の状態に戻るととも
に、保持部の歯同士の隙間にツースプレートの歯が入り込む。これにより、保持部の歯と
ツースプレートの歯とが噛み合い、調整方向におけるジャケットユニットの位置が固定さ
れる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】米国特許出願公開第２００９／００１３８１７号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１で定義された調整方向とは、ステアリングシャフトの軸方向に対して上下に
交差する交差方向である。特許文献１のステアリングコラムでは、ツースプレートの歯と
保持部の歯とが噛み合わずに保持部の歯に乗り上げた状態で車両衝突などの大きな衝撃が
発生すると、保持部の歯とツースプレートの歯とを噛み合わせるために、ジャケットユニ
ットが交差方向に回動する。この場合、ジャケットユニットは、最大で、歯のピッチとほ
ぼ等しい距離を回動する。車両衝突時には、ステアリングシャフトに連結された操舵部材
の位置を安定させるために、ジャケットユニットの回動量をなるべく小さく抑えたい。
【０００７】
　この発明は、かかる背景のもとでなされたものであり、歯同士を噛み合わせることによ
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ってステアリングシャフトの軸方向に対する交差方向におけるコラムジャケットの位置を
固定する構成において、歯同士が乗り上げた状態でコラムジャケットが交差方向に移動す
る量の低減を図れるステアリング装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　請求項１に記載の発明は、一端（３Ａ）に操舵部材（１１）が連結されるステアリング
シャフト（３）と、前記ステアリングシャフトを保持し、前記ステアリングシャフトの軸
方向（Ｘ）に沿う中心軸（４Ａ）を有し、前記軸方向に対して上下に交差する交差方向（
Ｃ）に移動可能なコラムジャケット（４）と、車体（２）に固定され、前記交差方向およ
び前記軸方向に対する直交方向（Ｙ）において対向配置される一対の側板（３０）を含み
、前記一対の側板の間で前記コラムジャケットを移動可能に支持するブラケット（６）と
、前記直交方向に延び、前記直交方向における前記一対の側板の両外側のそれぞれに端部
（４０Ｂ，４０Ｃ）を有し前記ブラケットに対する前記コラムジャケットの移動を可能お
よび不能とするために操作される操作部材（４１）が取り付けられ、前記コラムジャケッ
トとともに前記交差方向に移動可能な挿通軸（４０）と、一方の前記側板によって支持さ
れ、前記交差方向に所定のピッチ（Ｐ）で並ぶ複数の第１歯（７２）によって構成された
第１歯列（７１）と、他方の前記側板によって支持され、前記交差方向に前記所定のピッ
チで並ぶ複数の第２歯（９６）によって構成された第２歯列（９７）と、前記第１歯と噛
み合い可能であり、前記挿通軸の一方の前記端部によって支持され、前記操作部材の操作
に応じて前記第１歯列に接離可能な第３歯（８２）と、前記第２歯と噛み合い可能であり
、前記挿通軸の他方の前記端部によって支持され、前記操作部材の操作に応じて前記第２
歯列に接離可能な第４歯（９８）とを含み、前記第１歯および前記第２歯の歯先（７２Ａ
，９６Ａ）同士、ならびに、前記第３歯および前記第４歯の歯先（８２Ａ，９８Ａ）同士
のうちの一方の歯先同士は、前記交差方向において同じ位置にあり、他方の歯先同士は、
前記交差方向において前記所定のピッチよりも小さい距離（Ｌ）だけずれている、ステア
リング装置（１）である。
【０００９】
　請求項２に記載の発明は、前記距離は、前記所定のピッチの半分に相当する、請求項１
に記載のステアリング装置である。
　なお、上記において、括弧内の数字などは、後述する実施形態における対応構成要素の
参照符号を表すものであるが、これらの参照符号により特許請求の範囲を限定する趣旨で
はない。
【発明の効果】
【００１０】
　請求項１に記載の発明によれば、第１歯および第２歯の歯先同士ならびに第３歯および
第４歯の歯先同士のうち、一方の歯先同士は交差方向において同じ位置にあり、他方の歯
先同士は交差方向において所定のピッチよりも小さい距離だけずれている。そのため、第
１歯および第３歯同士ならびに第２歯および第４歯同士のうち、一方同士が互いに噛み合
っているときは、他方同士は噛み合わずに互いに乗り上げている。
【００１１】
　この状態で車両衝突等による衝撃により交差方向へ作用する力が発生すると、第１歯お
よび第３歯同士ならびに第２歯および第４歯同士のうち、前述した一方同士は引き続き噛
み合っていて、他方同士では、今まで乗り上げていた歯同士の位置が交差方向にずれるの
で、これらの歯同士が噛み合う。たとえば、第１歯および第３歯同士が既に噛み合った状
態で第２歯および第４歯同士が今まで乗り上げていた場合には、第４歯が交差方向にずれ
ることで第２歯および第４歯同士が噛み合う。逆に、第２歯および第４歯同士が既に噛み
合った状態で第１歯および第３歯同士が今まで乗り上げていた場合には、第３歯が交差方
向にずれることで第１歯および第３歯同士が噛み合う。
【００１２】
　本発明とは異なり、第１歯および第２歯の歯先同士が交差方向において同じ位置にあり
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、かつ、第３歯および第４歯の歯先同士も交差方向において同じ位置ある場合には、一方
の歯同士が噛み合わずに互いに乗り上げているときには、他方の歯同士も噛み合わずに互
いに乗り上げている。この場合、第１歯および第３歯同士が噛み合うためには、第３歯が
、最大で所定のピッチに相当する距離だけずれなければならないし、第２歯および第４歯
同士が噛み合うためには、第４歯も、最大で所定のピッチに相当する距離だけずれなけれ
ばならない。
【００１３】
　しかし、本発明のように、他方の歯同士が噛み合わずに互いに乗り上げていても一方の
歯同士は噛み合っている場合には、第３歯または第４歯は、所定のピッチよりも小さい距
離だけずれることによって、他方の歯同士が噛み合うことができる。そのため、第３歯や
第４歯を支持する挿通軸およびコラムジャケットが他方の歯同士の噛み合いのために交差
方向に移動する量の低減を図れる。
【００１４】
　さらに、一方の歯同士が噛み合った状態で他方の歯同士が噛み合うことにより、第１歯
および第３歯同士と第２歯および第４歯同士との間で、交差方向における位置がずれるの
で、挿通軸およびコラムジャケットが直交方向に対して傾く。コラムジャケットにおいて
軸方向に沿う中心軸は、直交方向において挿通軸の一方の端部と他方の端部との間（つま
り、第３歯と第４歯との間）にあるので、コラムジャケットが傾くことによってコラムジ
ャケットの中心軸が交差方向に実際に移動する距離は、交差方向にずれる第３歯または第
４歯の移動距離よりも小さい。したがって、歯同士が乗り上げた状態で、車両衝突等によ
ってコラムジャケットが交差方向に移動する際におけるコラムジャケットの移動量の低減
を図れる。
【００１５】
　請求項２記載の発明によれば、第１歯および第２歯の歯先同士、ならびに、第３歯およ
び第４歯の歯先同士のうちの他方の歯先同士が交差方向にずれる距離は、所定のピッチの
半分に相当する。そのため、車両衝突時に１歯および第３歯同士ならびに第２歯および第
４歯同士のうちの一方同士が交差方向に互いに噛み合う際に交差方向に移動する距離を最
小にすることができる。したがって、車両衝突等によってコラムジャケットが交差方向に
移動する際におけるコラムジャケットの移動量の低減を一層図れる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】図１は、本発明の一実施形態に係るステアリング装置の概略構成を示す側面図で
ある。
【図２】図２は、ステアリング装置の斜視図である。
【図３】図３は、図１におけるＩＩＩ－ＩＩＩ線に沿った断面図である。
【図４】図４は、左側のチルトロック機構の分解斜視図である。
【図５】図５は、図３においてＶ－Ｖ線に沿った断面図である。
【図６】図６は、図５においてＶＩ－ＶＩ線に沿った断面図である。
【図７】図７は、図６においてステアリング装置の解除状態を示した図である。
【図８】図８は、図５において第２歯列が第１歯列に乗り上げた状態を示した図である。
【図９】図９は、左側のツース係合部およびツース部材と、右側のツース係合部およびツ
ース部材とを比較するための模式図である。
【図１０Ａ】図１０Ａは、二次衝突後のステアリング装置の状態を示した模式図である。
【図１０Ｂ】図１０Ｂは、図１０Ａとは異なる状態で二次衝突が発生した後のステアリン
グ装置の状態を示した模式図である。
【図１１】図１１は、第１変形例に係るチルトロック機構の分解斜視図である。
【図１２】図１２は、第２変形例に係るチルトロック機構の分解斜視図である。
【図１３】図１３は、第３変形例に係るチルトロック機構の分解斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
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　以下では、本発明の実施形態を、添付図面を参照して詳細に説明する。
　図１は、本発明の一実施形態に係るステアリング装置１の概略構成を示す側面図である
。図１において、紙面左側が、ステアリング装置１が取り付けられる車体２の前側であり
、紙面右側が車体２の後側であり、紙面上側が車体２の上側であり、紙面下側が車体２の
下側である。
【００１８】
　図１を参照して、ステアリング装置１は、ステアリングシャフト３と、コラムジャケッ
ト４と、ロアーブラケット５と、アッパーブラケット６と、位置調整機構７と、テレスコ
ロック機構８（後述する図２参照）と、チルトロック機構９とを主に含んでいる。
　ステアリングシャフト３では、その後端である一端３Ａに、ステアリングホイールなど
の操舵部材１１が連結される。ステアリングシャフト３において、その前端である他端３
Ｂは、自在継手１２、インターミディエイトシャフト１３および自在継手１４を順に介し
て、転舵機構１５のピニオン軸１６に連結されている。
【００１９】
　転舵機構１５は、ラックアンドピニオン機構などで構成されている。転舵機構１５は、
ステアリングシャフト３の回転が伝達されたことに応じて、タイヤなどの転舵輪（図示せ
ず）を転舵させる。
　ステアリングシャフト３は、車体２の前後方向に延びている。以下では、ステアリング
シャフト３が延びる方向を、ステアリングシャフト３の軸方向Ｘという。軸方向Ｘは、他
端３Ｂが一端３Ａよりも低くなるように水平方向に対して傾斜している。軸方向Ｘにおい
て一端３Ａ側である後側には、符号Ｘ１を付し、軸方向Ｘにおいて一端３Ａとは反対側で
ある前側には、符号Ｘ２を付す。
【００２０】
　軸方向Ｘに対する直交方向のうち、図１において紙面と垂直な方向を左右方向Ｙといい
、図１において略上下に延びる方向を上下方向Ｚという。左右方向Ｙにおいて、図１の紙
面の奥側は、右側Ｙ１であり、紙面の手前側は、左側Ｙ２である。上下方向Ｚにおいて、
上側には、符号Ｚ１を付し、下側には、符号Ｚ２を付す。
　なお、図１以外の各図において図１の軸方向Ｘ、後側Ｘ１、前側Ｘ２、左右方向Ｙ、右
側Ｙ１、左側Ｙ２、上下方向Ｚ、上側Ｚ１および下側Ｚ２に対応する方向には、図１と同
じ符号を付している。
【００２１】
　ステアリングシャフト３は、軸方向Ｘに延びるアッパーシャフト２０およびロアーシャ
フト２１を含む。
　アッパーシャフト２０は、ロアーシャフト２１よりも後側Ｘ１に位置し、ロアーシャフ
ト２１に対して同軸状に配置されている。アッパーシャフト２０の後端２０Ａが、ステア
リングシャフト３の一端３Ａである。ロアーシャフト２１の前端２１Ａが、ステアリング
シャフト３の他端３Ｂである。ロアーシャフト２１の後端部２１Ｂは、アッパーシャフト
２０において円筒状に形成された前端部２０Ｂに対して前側Ｘ２から挿入されている。
【００２２】
　ロアーシャフト２１は、スプライン嵌合やセレーション嵌合によってアッパーシャフト
２０に連結されている。そのため、アッパーシャフト２０とロアーシャフト２１とは、一
体回転可能であるとともに、軸方向Ｘに沿って相対移動可能である。ロアーシャフト２１
に対するアッパーシャフト２０の軸方向Ｘへの移動によって、ステアリングシャフト３は
、軸方向Ｘに沿って伸縮可能である。
【００２３】
　コラムジャケット４の全体は、軸方向Ｘへ延びる中空体である。コラムジャケット４は
、ステアリングシャフト３を収容して保持している。コラムジャケット４は、軸方向Ｘに
延びる筒状のアッパージャケット２２およびロアージャケット２３を含む。
　アッパージャケット２２は、ロアージャケット２３よりも後側Ｘ１に位置している。一
部がロアージャケット２３に対して前側Ｘ２から内嵌された状態のアッパージャケット２
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２は、ロアージャケット２３に対して軸方向Ｘに相対移動できる。アッパージャケット２
２がロアージャケット２３に対して相対移動することによって、コラムジャケット４の全
体が軸方向Ｘに沿って伸縮可能である。コラムジャケット４は、軸受２４および軸受２５
を介してステアリングシャフト３を回転自在に支持している。
【００２４】
　互いに連結されたアッパーシャフト２０およびアッパージャケット２２は、ロアーシャ
フト２１およびロアージャケット２３に対して軸方向Ｘに移動可能である。これにより、
コラムジャケット４は、ステアリングシャフト３とともに伸縮可能である。ここでのステ
アリングシャフト３およびコラムジャケット４の伸縮をテレスコといい、テレスコによる
ステアリングシャフト３の一端３Ａ（つまり、一端３Ａに連結される操舵部材１１）の軸
方向Ｘでの位置調整をテレスコ調整という。
【００２５】
　ロアーブラケット５は、ロアージャケット２３の前端部２３Ｂの上側外周面に固定され
た左右一対の可動ブラケット５Ａ（図２も参照）と、車体２に固定される固定ブラケット
５Ｂと、左右方向Ｙに延びた中心軸５Ｃとを含んでいる。中心軸５Ｃは、一対の可動ブラ
ケット５Ａの間に架設されつつ固定ブラケット５Ｂを貫通している。これにより、ロアー
ジャケット２３の前端部２３Ｂが車体２に連結されている。可動ブラケット５Ａがロアー
ジャケット２３の前端部２３Ｂに設けられていることから、中心軸５Ｃは、コラムジャケ
ット４において前側Ｘ２へ偏った位置に配置されている。
【００２６】
　可動ブラケット５Ａは、固定ブラケット５Ｂによって、中心軸５Ｃまわりに回動可能に
支持されている。そのため、コラムジャケット４全体は、ステアリングシャフト３を伴っ
て、固定ブラケット５Ｂおよびアッパーブラケット６に対して、中心軸５Ｃまわりに上下
に回動することができる。このように中心軸５Ｃを支点とするコラムジャケット４の回動
をチルトといい、中心軸５Ｃを中心とする円弧に沿った略上下の方向をチルト方向Ｃとい
う。チルト方向Ｃは、軸方向Ｘに対して上下に交差する交差方向であるとともに、左右方
向Ｙに対して直交している。
【００２７】
　チルトによる操舵部材１１のチルト方向Ｃでの位置調整をチルト調整という。コラムジ
ャケット４をチルト方向Ｃに沿って回動させることによって、チルト調整が可能になる。
　なお、ロアージャケット２３は、ロアーブラケット５を介して車体２に連結されること
によって軸方向Ｘに移動できないので、テレスコ調整の際には、アッパージャケット２２
が実際に移動する。
【００２８】
　アッパーブラケット６は、ロアージャケット２３の後端部２３Ａを支持し、後端部２３
Ａを車体２に連結するブラケットである。ステアリング装置１の斜視図である図２を参照
して、アッパーブラケット６は、左右方向Ｙに薄くロアージャケット２３の後端部２３Ａ
を挟んで左右方向Ｙに対向配置される一対の側板３０と、一対の側板３０のそれぞれの上
端部に連結され、上下方向Ｚに薄い連結板３１とを一体的に含む。
【００２９】
　一対の側板３０において、左右方向Ｙから見て同じ位置には、チルト溝３２が形成され
ている。チルト溝３２は、チルト方向Ｃに沿って円弧状に延びている。連結板３１は、一
対の側板３０よりも左右方向Ｙの両外側へ延びた部分を有しており、当該部分に挿通され
る図示しないボルトなどによって、アッパーブラケット６全体が車体２（図１参照）に固
定される。
【００３０】
　ロアージャケット２３の上側外周面には、軸方向Ｘの全域に亘って延びて上下方向Ｚに
ロアージャケット２３を貫通するスリット３３が形成されている。また、ロアージャケッ
ト２３の後端部２３Ａには、左右方向Ｙからスリット３３を区画しつつ上側Ｚ１に延び出
た一対の延設部３４が一体的に設けられている。各延設部３４は、軸方向Ｘおよび上下方
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向Ｚに広がる板状であって左右方向Ｙに薄い。一対の延設部３４は、一対の側板３０の間
に配置されていて、それぞれの延設部３４は、左右方向Ｙにおいて同じ側に位置する側板
３０に対して左右方向Ｙから対向している。
【００３１】
　図３は、図１におけるＩＩＩ－ＩＩＩ線に沿った断面図である。図３において、ステア
リングシャフト３の中心軸３Ｃを通って上下方向Ｚに延びる仮想の平面を基準面３Ｄとい
う。ステアリングシャフト３の中心軸３Ｃは、コラムジャケット４の中心軸４Ａと一致し
ている。そのため、中心軸４Ａは、軸方向Ｘに沿っている。図３を参照して、一対の延設
部３４のそれぞれにおいて左右方向Ｙから見て同じ位置には、左右方向Ｙに延設部３４を
貫通する円形状の挿通穴３５が形成されている。一対の延設部３４の挿通穴３５は、左右
方向Ｙから見て、アッパーブラケット６の一対の側板３０のチルト溝３２の一部と重なっ
ている。
【００３２】
　位置調整機構７は、チルト調整およびテレスコ調整のために操舵部材１１（図１参照）
の位置のロックを解除したり、チルト調整やテレスコ調整を終えた操舵部材１１の位置を
ロックしたりするための機構である。位置調整機構７は、挿通軸としてのチルトボルト４
０と、操作部材４１と、カム４２と、移動部材４３と、ナット４４と、移動部材４５と、
針状ころ軸受４６と、スラストワッシャ４７とを含む。
【００３３】
　チルトボルト４０は、左右方向Ｙに延びる中心軸線４０Ａを有する金属製のボルトであ
る。チルトボルト４０は、一方の端部としての左端部４０Ｂと、他方の端部としての右端
部４０Ｃとを有する。チルトボルト４０では、左端部４０Ｂに頭部４０Ｄが設けられ、右
端部４０Ｃの外周面にねじ溝４０Ｅが設けられている。チルトボルト４０において頭部４
０Ｄよりも右側Ｙ１の部分は、ステアリングシャフト３よりも上側Ｚ１の位置において、
一対の側板３０のチルト溝３２と一対の延設部３４の挿通穴３５とに挿通されている。こ
の状態では、左端部４０Ｂおよび右端部４０Ｃは、左右方向Ｙにおける一対の側板３０の
両外側に位置している。詳しくは、左端部４０Ｂが左側Ｙ２の側板３０よりも左側Ｙ２に
位置し、右端部４０Ｃが右側Ｙ１の側板３０よりも右側Ｙ１に位置している。
【００３４】
　操作部材４１は、把持可能なレバーなどである。操作部材４１の基端部４１Ａには、左
右方向Ｙに操作部材４１を貫通する挿通穴４１Ｂが形成されている。挿通穴４１Ｂには、
チルトボルト４０の左端部４０Ｂが挿通されていて、基端部４１Ａはチルトボルト４０に
固定されている。このように、チルトボルト４０の左端部４０Ｂには、操作部材４１が取
り付けられている。そのため、運転者などの使用者は、操作部材４１の長手方向において
基端部４１Ａとは反対の把持部４１Ｃを掴んで操作部材４１を操作することができる。チ
ルトボルト４０は、操作部材４１の操作に応じて、中心軸線４０Ａまわりに操作部材４１
と一体回転する。
【００３５】
　カム４２は、右側Ｙ１から操作部材４１の基端部４１Ａに隣接する環状の板部４２Ａと
、板部４２Ａから左側Ｙ２に延びる筒状のボス部４２Ｂとを一体的に含む。板部４２Ａお
よびボス部４２Ｂのそれぞれの内周面が区画する空間には、チルトボルト４０が挿通され
ている。ボス部４２Ｂは、操作部材４１の挿通穴４１Ｂに挿通されている。カム４２は、
チルトボルト４０および操作部材４１と一体回転する。
【００３６】
　図４は、左側Ｙ２のチルトロック機構９の分解斜視図である。図４を参照して、移動部
材４３は、たとえば金属製の焼結体である。移動部材４３は、第１押圧部５１と、第２押
圧部５２と、ボス部５３とを一体的に含む。
　第１押圧部５１は、左右方向Ｙから見て略四角形状である。左右方向Ｙから見たときの
第１押圧部５１の略中央には、第１押圧部５１を左右方向Ｙに貫通する円形状の貫通穴５
１Ａが形成されている。第１押圧部５１の右側面を第１押圧面５４という。
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【００３７】
　第２押圧部５２は、第１押圧面５４から右側Ｙ１に突出したブロック状であり、右側Ｙ
１から見て略円形状である。第２押圧部５２の上下方向Ｚの両側には、軸方向Ｘおよび左
右方向Ｙに沿って平坦な平坦面５２Ａが１つずつ形成されている。第２押圧部５２の右側
面を第２押圧面５５という。第２押圧面５５は、軸方向Ｘにおける外側へ膨出した略半円
形状であり、軸方向Ｘに間隔を隔てて一対設けられている。第１押圧部５１の貫通穴５１
Ａは、第２押圧部５２において一対の第２押圧面５５の間の部分も左右方向Ｙに沿って貫
通している。
【００３８】
　ボス部５３は、第２押圧部５２において一対の第２押圧面５５の間の部分から右側Ｙ１
に突出した小片状であり、右側Ｙ１から見て略四角形状である。ボス部５３において軸方
向Ｘの両側の端面５３Ａは、チルト方向Ｃ、厳密には、チルト方向Ｃに対する接線方向に
沿って平坦である。第２押圧部５２における上側Ｚ１の平坦面５２Ａは、ボス部５３の上
端面と面一になっており、第２押圧部５２における下側Ｚ２の平坦面５２Ａは、ボス部５
３の下端面と面一になっている。以下では、ボス部５３の上端面および下端面を平坦面５
２Ａの一部とみなすことにする。第１押圧部５１の貫通穴５１Ａは、左右方向Ｙに沿って
ボス部５３も貫通している。ボス部５３の右端面には、軸方向Ｘに沿ってボス部５３を切
り欠く切欠き５３Ｂが形成されている。切欠き５３Ｂは、軸方向Ｘにおける貫通穴５１Ａ
の両側に１つずつ設けられており、貫通穴５１Ａに連通している。そのため、ボス部５３
は、貫通穴５１Ａおよび切欠き５３Ｂを境界として、上下に二分されている。
【００３９】
　図３を参照して、移動部材４３の貫通穴５１Ａに、チルトボルト４０の左端部４０Ｂが
、若干の遊びを持って挿通されることによって、移動部材４３は、チルトボルト４０の左
端部４０Ｂによって支持されている。移動部材４３の第１押圧部５１は、カム４２の板部
４２Ａに右側Ｙ１から隣接している。板部４２Ａの右側面および第１押圧部５１の左側面
には、カム突起５６が形成されている。
【００４０】
　移動部材４３のボス部５３は、左側Ｙ２の側板３０のチルト溝３２に挿通されている。
ボス部５３において軸方向Ｘの両側の端面５３Ａのそれぞれは、チルト溝３２においてチ
ルト方向Ｃに沿って平行に延びる一対の縁部３２Ａに沿っている（図４参照）。そのため
、チルト溝３２内での移動部材４３の空転や、チルトボルト４０との移動部材４３の共回
りが防止されている。
【００４１】
　移動部材４３の第２押圧部５２の一対の第２押圧面５５は、左側Ｙ２の側板３０の左側
面においてチルト溝３２の周辺部分に左側Ｙ２から接触している。
　チルトボルト４０のねじ溝４０Ｅには、ナット４４が取り付けられている。ナット４４
と右側Ｙ１の側板３０との間には、移動部材４５と、環状の針状ころ軸受４６およびスラ
ストワッシャ４７とが、左側Ｙ２からこの順に並んでいる。
【００４２】
　移動部材４５は、基準面３Ｄを中心として移動部材４３を右側Ｙ１に反転させたときの
形状とほぼ一致する。ただし、移動部材４３と異なり、移動部材４５には、カム突起５６
が形成されていない。移動部材４５において移動部材４３の各部分と対応する箇所には、
同じ符号を付して、当該箇所についての詳しい説明を省略する。
　チルトボルト４０の右端部４０Ｃは、移動部材４５、針状ころ軸受４６およびスラスト
ワッシャ４７のそれぞれに対して挿通されている。移動部材４５の貫通穴５１Ａには、チ
ルトボルト４０の右端部４０Ｃが、若干の遊びを持って挿通されている。移動部材４５の
ボス部５３は、右側Ｙ１のチルト溝３２に挿通されている。移動部材４３と同様に、チル
ト溝３２内での移動部材４５の空転や、チルトボルト４０との移動部材４５の共回りが防
止されている。移動部材４５の第２押圧部５２の第２押圧面５５は、右側Ｙ１の側板３０
の右側面においてチルト溝３２の周辺部分に右側Ｙ１から接触している。
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【００４３】
　チルトボルト４０は、アッパーブラケット６における左右の側板３０のチルト溝３２内
において、移動部材４３および４５のそれぞれのボス部５３とともに、チルト溝３２に沿
ってチルト方向Ｃに移動可能である。しかし、チルトボルト４０は、コラムジャケット４
のロアージャケット２３の挿通穴３５内では、中心軸線４０Ａまわりに回転可能であるも
のの、他の方向には移動できない。そのため、チルト調整のためにコラムジャケット４を
チルトさせると、チルトボルト４０は、コラムジャケット４とともにチルト方向Ｃに回動
する。このように、アッパーブラケット６は、チルトボルト４０を介してコラムジャケッ
ト４を回動可能に支持している。チルト調整は、ボス部５３がチルト溝３２内で移動可能
な範囲で行われる。
【００４４】
　使用者がテレスコ調整やチルト調整をした後に、操作部材４１を操作して回転させると
、カム４２が回転し、カム４２および移動部材４３における互いのカム突起５６が乗り上
げる。これにより、移動部材４３は、左右方向Ｙに延びるチルトボルト４０に沿って右側
Ｙ１に移動し、第２押圧面５５によって左側Ｙ２の側板３０の左側面を左側Ｙ２から押圧
する。すると、移動部材４５が、チルトボルト４０に沿って左側Ｙ２に引き寄せられ、移
動部材４５の第２押圧面５５が右側Ｙ１の側板３０の右側面を右側Ｙ１から押圧する。こ
れにより、移動部材４３と移動部材４５との左右方向Ｙにおける間隔が狭まり、一対の側
板３０は、移動部材４３と移動部材４５との間で左右方向Ｙの両側から締め付けられる。
この状態では、各側板３０と延設部３４との間、および、締め付けに伴って縮径するロア
ージャケット２３とアッパージャケット２２との間が摩擦保持されるので、コラムジャケ
ット４の回動および伸縮が不能となり、操舵部材１１（図１参照）がチルト方向Ｃおよび
軸方向Ｘに移動不能となる。
【００４５】
　このように、チルト方向Ｃおよび軸方向Ｘにおいて操舵部材１１の位置がロックされて
いるときのステアリング装置１の状態をロック状態といい、ロック状態での左右方向Ｙに
おける移動部材４３および移動部材４５のそれぞれの位置をロック位置という。なお、通
常の運転時では、ステアリング装置１はロック状態にある。
　ロック状態のステアリング装置１において、操作部材４１を操作して先程とは逆方向へ
回転させると、カム４２が移動部材４３に対して相対的に回転するので、カム４２および
移動部材４３における互いのカム突起５６の乗り上げが解除される。これにより、移動部
材４３がチルトボルト４０に沿ってロック位置から左側Ｙ２に移動する。移動部材４３の
移動に連動して、移動部材４５は、チルトボルト４０に沿って右側Ｙ１へ移動する。これ
により、移動部材４３と移動部材４５との間隔が広がり、移動部材４３と移動部材４５と
の間での一対の側板３０の締め付けが解除される。この状態では、各側板３０と延設部３
４との間、および、ロアージャケット２３とアッパージャケット２２との間の摩擦保持が
解除されるので、コラムジャケット４の回動および伸縮が可能となり、操舵部材１１がチ
ルト方向Ｃおよび軸方向Ｘに移動可能となる。そのため、テレスコ調整やチルト調整が再
び可能となる。
【００４６】
　このように、チルト方向Ｃおよび軸方向Ｘにおいて操舵部材１１の位置の固定が解除さ
れているときのステアリング装置１の状態を解除状態といい、解除状態での左右方向Ｙに
おける移動部材４３および移動部材４５のそれぞれの位置を解除位置という。
　テレスコロック機構８は、筒状のロック部材５７と、伝達部材５８と、ロックプレート
５９とを含む。テレスコロック機構８は、ロック部材５７の外周面の歯６０とロックプレ
ート５９の歯６１との噛み合いによって軸方向Ｘにおけるアッパージャケット２２の位置
を強固にロックしたり、噛み合いの解除によってアッパージャケット２２のロックを解除
したりする。ロック状態のステアリング装置１では、位置調整機構７によって摩擦力を用
いて軸方向Ｘにおけるアッパージャケット２２の位置がロックされるが、歯６０と歯６１
との噛み合いによって、このロックがさらに強固になる。
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【００４７】
　チルトロック機構９は、ロック状態のステアリング装置１においてチルト方向Ｃにおけ
るコラムジャケット４の位置を強固にロックしたり、そのロックを解除したりするための
機構である。チルトロック機構９は、一対の側板３０のそれぞれの周辺に設けられている
。
　図４を参照して、左側Ｙ２のチルトロック機構９は、前述した移動部材４３と、左側Ｙ
２の側板３０に設けられたツース係合部６５と、ツース部材６６と、弾性部材６７と、ス
ペーサ６８とを含む。
【００４８】
　ツース係合部６５は、押出成型などによって左側Ｙ２の側板３０に一体形成されること
によって左側Ｙ２の側板３０によって支持されており、左側Ｙ２の側板３０の左側面から
左側Ｙ２に突出している。そのため、図４では、ツース係合部６５は、左側Ｙ２の側板３
０の裏に位置している。また、左側Ｙ２の側板３０の右側面には、押出成型の跡として、
ツース係合部６５にほぼ一致する大きさの窪み６５Ａが形成されている。ツース係合部６
５は、チルト溝３２を軸方向Ｘの両側から挟むように一対設けられている。ツース係合部
６５は、チルト方向Ｃに沿って帯状に延びる保持部７０と、保持部７０からチルト溝３２
へ向けて突出する第１歯列７１とを一体的に有する。ツース係合部６５が軸方向Ｘに並ん
で一対存在するので、第１歯列７１も軸方向Ｘに並んで一対存在する。一対の第１歯列７
１は、チルト溝３２よりも前側Ｘ２に位置する一方の第１歯列７１Ａと、チルト溝３２よ
りも後側Ｘ１に位置する他方の第１歯列７１Ｂとを含む。第１歯列７１Ａは、コラムジャ
ケット４の回動支点であるロアーブラケット５の中心軸５Ｃ（図１参照）に近い位置にあ
り、第１歯列７１Ｂは、第１歯列７１Ａよりも中心軸５Ｃから離れた位置にある。
【００４９】
　図５は、図３においてＶ－Ｖ線に沿った断面図である。図５を参照して、保持部７０の
左端面は、軸方向Ｘおよびチルト方向Ｃに平坦な被係合面７０Ａである。各第１歯列７１
は、円弧状のチルト方向Ｃに沿って等間隔で並ぶ複数の第１歯７２で構成される。詳しく
は、前側Ｘ２の第１歯列７１Ａの複数の第１歯７２は、所定のピッチＰ１で並んでいる。
後側Ｘ１の第１歯列７１Ｂの複数の第１歯７２は、所定のピッチＰ２で並んでいる。以下
では、ピッチＰ１およびピッチＰ２を総称して、ピッチＰということがある。
【００５０】
　第１歯７２は、左側Ｙ２から見て略三角形状であり、チルト溝３２側を向く歯先７２Ａ
を有する。詳しくは、前側Ｘ２の第１歯列７１Ａにおけるそれぞれの第１歯７２の歯先７
２Ａは、後側Ｘ１を向いてチルト溝３２を臨んでいる。後側Ｘ１の第１歯列７１Ｂにおけ
るそれぞれの第１歯７２の歯先７２Ａは、前側Ｘ２を向いてチルト溝３２を臨んでいる。
各第１歯７２では、歯先７２Ａによって構成される歯筋７２Ｂが左右方向Ｙに延びている
（後述する図６も参照）。各第１歯７２の左端面は、保持部７０の被係合面７０Ａと面一
になっている。
【００５１】
　図４を参照して、ツース部材６６は、一枚の金属板をプレス成型などによって加工する
ことによって形成される。ツース部材６６は、本体部７４と、一対の第３歯列７５と、一
対のリブ７６と、一対のばね部７７とを一体的に含む。
　本体部７４は、左右方向Ｙに薄い板状であって、チルト方向Ｃに長手の略矩形状である
。本体部７４の右側面は、軸方向Ｘおよびチルト方向Ｃに平坦な係合面７４Ａである。
【００５２】
　本体部７４の軸方向Ｘおよび上下方向Ｚにおける略中央には、左右方向Ｙに本体部７４
を貫通する貫通穴７８が形成されている。貫通穴７８は、左右方向Ｙから見て、移動部材
４３の第２押圧部５２とほぼ一致した大きさを有する略円形状である。そのため、本体部
７４において上下方向Ｚにおける貫通穴７８の両端を区画する周縁部７８Ａは、第２押圧
部５２の平坦面５２Ａと平行に延びている。
【００５３】
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　第３歯列７５は、本体部７４の軸方向Ｘにおける両端縁に１つずつ設けられている。各
第３歯列７５は、チルト方向Ｃに沿って等間隔で並ぶ複数の第３歯８２で構成されている
。詳しくは、一対の第３歯列７５のうち本体部７４の前端縁に設けられた前側Ｘ２の第３
歯列７５Ａの複数の第３歯８２は、所定のピッチＰ１で並んでおり、本体部７４の後端縁
に設けられた後側Ｘ１の第３歯列７５Ｂの複数の第３歯８２は、所定のピッチＰ２で並ん
でいる（図５参照）。各第３歯８２は、左右方向Ｙから見て略三角形状であり、軸方向Ｘ
における本体部７４の外側を向く歯先８２Ａを有する。詳しくは、前側Ｘ２の第３歯列７
５Ａにおけるそれぞれの第３歯８２の歯先８２Ａは、前側Ｘ２を向いている。後側Ｘ１の
第３歯列７５Ｂにおけるそれぞれの第３歯８２の歯先８２Ａは、後側Ｘ１を向いている。
各第３歯８２では、歯先８２Ａによって構成される歯筋８２Ｂが左右方向Ｙに延びている
（後述する図６も参照）。各第３歯８２の左端面は、本体部７４の左側面の一部であり、
各第３歯８２の右端面は、本体部７４の係合面７４Ａの一部である。
【００５４】
　一対のリブ７６は、本体部７４の上下方向Ｚにおける両端部が左側Ｙ２へ折り曲げられ
ることによって構成される。そのため、リブ７６は、上下方向Ｚに薄く、軸方向Ｘに沿っ
て細長く延びている。
　一対のばね部７７のそれぞれは、上下方向Ｚに本体部７４から離れるようにリブ７６か
ら突出する支持部８３と、支持部８３によって支持されて左右方向Ｙに弾性変形可能な変
形部８４とを有する。一対のばね部７７のうち、上側Ｚ１のばね部７７の支持部８３は、
上側Ｚ１のリブ７６の後端部７６Ａから上側Ｚ１に延びていて、下側Ｚ２のばね部７７の
支持部８３は、下側Ｚ２のリブ７６の前端部７６Ｂから下側Ｚ２に延びている。支持部８
３は、左右方向Ｙに薄い板状である。上側Ｚ１のばね部７７の変形部８４は、上側Ｚ１の
支持部８３の前端部から前側Ｘ２かつ右側Ｙ１へ傾斜して延びている。下側Ｚ２のばね部
７７の変形部８４は、下側Ｚ２の支持部８３の後端部から後側Ｘ１かつ右側Ｙ１へ傾斜し
て延びている。各変形部８４の先端部には、右側Ｙ１へ向けて押し出された凸状の接触部
８４Ａが形成されている。
【００５５】
　ツース部材６６は、移動部材４３の第１押圧部５１と左側Ｙ２の側板３０との間に配置
されている。図５においてＶＩ－ＶＩ線に沿った断面図である図６を参照して、ツース部
材６６の本体部７４の貫通穴７８には、移動部材４３の第２押圧部５２が挿通されている
。これにより、ツース部材６６は、移動部材４３を介してチルトボルト４０の左端部４０
Ｂによって支持されている。この状態で、ツース部材６６は、第２押圧部５２に対して左
右方向Ｙに相対移動可能である。ただし、貫通穴７８は、前述したように第２押圧部５２
とほぼ一致した大きさを有するので、移動部材４３に対するツース部材６６の相対回転が
規制されている。
【００５６】
　ツース部材６６における本体部７４の係合面７４Ａは、左側Ｙ２の側板３０の左側面に
おいて一対の第１歯列７１に挟まれた領域に対向している（図４も参照）。ツース部材６
６のばね部７７の接触部８４Ａは、左側Ｙ２の側板３０の左側面に左側Ｙ２から接触して
いる（図５参照）。
　弾性部材６７は、たとえば皿ばねである。弾性部材６７は、図６では右側Ｙ１へ向かう
につれてチルトボルト４０の径方向に広がる略円環状であるが、左側Ｙ２へ向かうにつれ
て径方向に広がる略円環状であってもよい。
【００５７】
　弾性部材６７の中空部分には、移動部材４３の第２押圧部５２が挿通されている。弾性
部材６７は、ツース部材６６と移動部材４３の第１押圧部５１との間に配置されている。
弾性部材６７の左端部の内周縁は、第２押圧部５２の外周面において平坦面５２Ａ以外の
部分（図４参照）に沿っている。弾性部材６７の右端部は、ツース部材６６の本体部７４
の左側面や第３歯列７５の一部に接触している（図５参照）。
【００５８】
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　スペーサ６８は、たとえば金属製の焼結体であり、左右方向Ｙに薄い円環状である（図
４参照）。スペーサ６８は、移動部材４３の第２押圧部５２に対して右側Ｙ１から外嵌さ
れている。スペーサ６８の内周面は、第２押圧部５２の外周面において平坦面５２Ａ以外
の部分に沿っている（図５参照）。スペーサ６８は、移動部材４３の第１押圧部５１と弾
性部材６７との間に配置されている。スペーサ６８の左側面は、第１押圧部５１の第１押
圧面５４に右側Ｙ１から面接触している。スペーサ６８の右側面は、その周方向における
全域に亘って弾性部材６７の左端部に左側Ｙ２から接触している。
【００５９】
　前述したように、コラムジャケット４とともにチルト方向Ｃに回動可能なチルトボルト
４０が、移動部材４３の貫通穴５１Ａに挿通され、移動部材４３の第２押圧部５２が、ツ
ース部材６６、弾性部材６７およびスペーサ６８に対して挿通されている。そのため、チ
ルト調整時には、ツース部材６６、弾性部材６７およびスペーサ６８は、コラムジャケッ
ト４とともにチルト方向Ｃに回動する。
【００６０】
　次に、ステアリング装置１をロック状態にする際の左側Ｙ２のチルトロック機構９の動
作について説明する。図５および図６では、前述したロック状態にあるステアリング装置
１が示されている。なお、以下の説明では、特に言及がない限り、ステアリング装置１を
ロック状態にする前の段階では、第１歯列７１の第１歯７２と第３歯列７５の第３歯８２
とは、位相の一致によって、左右方向Ｙから見て互いに重ならない位置関係にあるものと
する。
【００６１】
　操作部材４１（図３参照）を操作してステアリング装置１をロック状態にする際、移動
部材４３は、解除位置からロック位置に向けて右側Ｙ１に移動する。ツース部材６６は、
スペーサ６８および弾性部材６７を介して移動部材４３の第１押圧部５１によって右側Ｙ
１へ移動させられる。そのため、ステアリング装置１がロック状態になると、図５および
図６に示すように、ツース部材６６は、アッパーブラケット６の左側Ｙ２の側板３０の左
側面において一対の第１歯列７１に挟まれた領域に到達する。これにより、ツース部材６
６の第３歯列７５が第１歯列７１に接近し、ツース部材６６の本体部７４の係合面７４Ａ
（図６参照）が左側Ｙ２の側板３０の左側面に面接触する。この状態では、側板３０にお
ける前側Ｘ２の第１歯列７１Ａの第１歯７２と、ツース部材６６における前側Ｘ２の第３
歯列７５Ａの第３歯８２とがチルト方向Ｃに交互に並んで互いに噛み合っている。また、
後側Ｘ１の第１歯列７１Ｂの第１歯７２と、後側Ｘ１の第３歯列７５Ｂの第３歯８２とが
チルト方向Ｃに交互に並んで互いに噛み合っている。
【００６２】
　これにより、一対の第１歯列７１と一対の第３歯列７５とが１つずつ噛み合っている。
そのため、この状態では、ツース部材６６を支持するチルトボルト４０と一体移動するコ
ラムジャケット４が回動できなくなるので、チルト方向Ｃにおけるコラムジャケット４の
位置が固定される。したがって、ロック状態では、ロアージャケット２３の延設部３４と
アッパーブラケット６の側板３０との間の摩擦保持と、第１歯列７１と第３歯列７５との
噛み合いとによって、アッパージャケット２２のチルト方向Ｃにおける位置がさらに強固
にロックされる。
【００６３】
　ロック状態では、ツース部材６６のばね部７７の変形部８４が、側板３０に押し付けら
れることによって左右方向Ｙに弾性変形している。これにより、変形部８４が元の状態に
戻ろうとする復元力によって、図６に示すようにツース部材６６全体が左側Ｙ２の弾性部
材６７へ付勢されている。また、弾性部材６７は、ツース部材６６および移動部材４３の
第１押圧部５１によって挟まれることで左右方向Ｙに圧縮されており、元の状態に戻ろう
とする復元力を発生させている。
【００６４】
　図１を参照して、車両衝突の際、車両が障害物に衝突する一次衝突の後に、運転者が操
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舵部材１１に衝突する二次衝突が発生する。二次衝突では、操舵部材１１に内蔵されたエ
アバッグが開いたり運転者がエアバッグに衝突したりすることで生じる反力によって、操
舵部材１１は、軸方向Ｘおよびチルト方向Ｃに衝撃を受ける。特に、チルト方向Ｃにおい
ては、操舵部材１１がコラムジャケット４とともに上向きに移動しようとする。しかし、
ステアリング装置１では、位置調整機構７によって軸方向Ｘおよびチルト方向Ｃにおける
コラムジャケット４の位置が保持されているのに加えて、チルトロック機構９によってチ
ルト方向Ｃにおけるコラムジャケット４および操舵部材１１の位置が強固に保持されてい
る。したがって、二次衝突の際に、特に初期におけるコラムジャケット４の空走を抑えて
、エアバッグのチルト方向Ｃの位置を適切に保持することができる。また、二次衝突の衝
撃吸収のために操舵部材１１が前側Ｘ２へ移動する場合には、操舵部材１１を安定した姿
勢で前進させることができるので、二次衝突時の離脱性能を安定化させることができる。
チルトロック機構９によるこのようなコラムジャケット４の保持を、ポジティブロックと
いう。
【００６５】
　次に、ステアリング装置１をロック状態から解除状態にする際の左側Ｙ２のチルトロッ
ク機構９の動作について説明する。以下では、図６においてステアリング装置１の解除状
態を示した図７も参照する。
　操作部材４１を操作してステアリング装置１を解除状態にする際、移動部材４３は、ロ
ック位置から左側Ｙ２に移動する。移動部材４３の左側Ｙ２への移動に伴って、ツース部
材６６と移動部材４３の第１押圧部５１との間隔が広がるので、左右方向Ｙにおける弾性
部材６７の圧縮量が徐々に小さくなる。図７に示すようにステアリング装置１が解除状態
になると、弾性部材６７は、圧縮されていない状態になる。
【００６６】
　前述したように、ステアリング装置１がロック状態にあるときには、ツース部材６６の
ばね部７７の変形部８４が弾性変形しているため、ツース部材６６全体は、変形部８４の
復元力によって左側Ｙ２へ付勢されている。ステアリング装置１を解除状態にするために
移動部材４３が左側Ｙ２に移動することによって弾性部材６７が圧縮されていない状態に
なると、ツース部材６６は、変形部８４の復元力により、左側Ｙ２へ移動する。これに伴
い、ツース部材６６の第３歯列７５も左側Ｙ２へ移動する。これにより、ステアリング装
置１が解除状態になると、第３歯列７５は、第１歯列７１よりも左側Ｙ２へ移動しており
、第３歯列７５と第１歯列７１との噛み合いは、解除される。このとき、移動部材４３は
、解除位置に位置している。
【００６７】
　以上のように、操作部材４１（図３参照）の操作に応じて第３歯列７５は、第１歯列７
１に接離可能である。
　また、前述したように、解除状態では、アッパーブラケット６の側板３０とロアージャ
ケット２３の延設部３４との間の摩擦力も無くなっている。そのため、解除状態では、チ
ルト方向Ｃにおけるコラムジャケット４の位置のロックが完全に解除されているので、操
舵部材１１のチルト調整が可能である。
【００６８】
　図８は、図５において第３歯列７５が第１歯列７１に乗り上げた状態を示した図である
。次に、第３歯列７５が第１歯列７１に乗り上げた状態で、使用者がステアリング装置１
をロック状態にするために操作部材４１を操作した場合を想定する。第３歯列７５が第１
歯列７１に乗り上げた状態では、図８に示すように、左右方向Ｙから見て第１歯７２と第
３歯８２とが位相の不一致によって互いに重なっている。そのため、第１歯列７１と第３
歯列７５とが噛み合わずに、第３歯列７５が第１歯列７１に乗り上げる、いわゆるツース
オンツースが発生している。ツースオンツースが発生しているときのステアリング装置１
の状態をツースオンツース状態という。
【００６９】
　ツースオンツース状態では、ロック状態と同様に、位置調整機構７（図１参照）によっ
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て、コラムジャケット４の位置がロックされ、操舵部材１１は、チルト調整後の位置でロ
ックされている。そのため、第１歯列７１と第３歯列７５との位置関係に関わらず、チル
ト調整位置がどの位置であっても無段階にチルト調整することができる。
　また、ツースオンツース状態では、主に側板３０と延設部３４との間の摩擦力によって
チルト方向Ｃにおけるコラムジャケット４の位置がロックされている。そのため、二次衝
突などによる衝撃が当該摩擦力を上回った場合には、第１歯列７１と第３歯列７５との間
で滑りが発生し、コラムジャケット４がチルト方向Ｃに回動しようとする。この場合、コ
ラムジャケット４が第１歯７２や第３歯８２のピッチＰ以下の所定の距離だけチルト方向
Ｃに回動すると、第１歯列７１の第１歯７２と第３歯列７５の第３歯８２とがチルト方向
Ｃに交互に並ぶことにより、第３歯列７５が第１歯列７１に乗り上げなくなる。第３歯列
７５を有するツース部材６６は、左右方向Ｙに圧縮された弾性部材６７の復元力を受けて
いるため、ツース部材６６がアッパーブラケット６の側板３０側へ移動し、第１歯列７１
と第３歯列７５とが噛み合う。これにより、ステアリング装置１がツースオンツース状態
からロック状態になるので、ポジティブロックにより、チルト方向Ｃへのコラムジャケッ
ト４の回動を防止できる。なお、ツースオンツース状態で二次衝突が発生した際に、第１
歯列７１と噛み合うまでに第３歯８２がチルト方向Ｃに移動する距離のことを空走距離と
いう。
【００７０】
　なお、皿ばねを用いた弾性部材６７とスペーサ６８とを組み合わせることによって、前
述した復元力をほぼ一定にすることができる。これにより、第３歯列７５が第１歯列７１
に乗り上げた状態であったとしても、使用者は、操作部材４１を途中で重く感じることな
く最後までスムーズに操作することができる。もちろん、必要に応じて、弾性部材６７お
よびスペーサ６８を省略してもよい。
【００７１】
　図３を参照して、右側Ｙ１のチルトロック機構９は、左側Ｙ２のチルトロック機構９の
移動部材４３、ツース係合部６５（図４参照）およびツース部材６６のそれぞれの代わり
に、前述した移動部材４５と、ツース係合部９４（後述する図９参照）と、ツース部材９
５とを含む。また、右側Ｙ１のチルトロック機構９は、左側Ｙ２のチルトロック機構９と
同様に、弾性部材６７と、スペーサ６８とを含む。
【００７２】
　右側Ｙ１のチルトロック機構９の移動部材４５、弾性部材６７およびスペーサ６８のそ
れぞれは、左側Ｙ２のチルトロック機構９の移動部材４３、弾性部材６７およびスペーサ
６８のそれぞれと、基準面３Ｄを挟んで対称になるように配置されている。
　図９は、左側Ｙ２のツース係合部６５およびツース部材６６と、右側Ｙ１のツース係合
部９４およびツース部材９５とを比較するための模式図である。図９では、左側Ｙ２のツ
ース係合部６５およびツース部材６６と、右側Ｙ１のツース係合部９４およびツース部材
９５とで、向きが異なるため、右側Ｙ１および左側Ｙ２のそれぞれのチルトロック機構９
に対して各方向を図示している。
【００７３】
　図９を参照して、右側Ｙ１のチルトロック機構９のツース係合部９４およびツース部材
９５のそれぞれは、基準面３Ｄを中心として左側Ｙ２のチルトロック機構９のツース係合
部６５およびツース部材６６を右側Ｙ１に反転させたときの形状とほぼ一致する。ツース
係合部９４およびツース部材９５のそれぞれにおいてツース係合部６５およびツース部材
６６の各部分と対応する箇所には、同じ符号を付して、当該箇所についての詳しい説明を
省略する。なお、右側Ｙ１のチルトロック機構９の動きは、左側Ｙ２のチルトロック機構
９の動きと左右の向きが逆である以外ではほとんど同じである。
【００７４】
　ツース係合部９４は、ツース係合部６５の第１歯列７１の代わりに、チルト方向Ｃに並
ぶ複数の第２歯９６によって構成された前側Ｘ２の第２歯列９７を含む点でツース係合部
６５と異なる。



(15) JP 6536887 B2 2019.7.3

10

20

30

40

50

　第２歯９６の形状は、基準面３Ｄを中心としてツース係合部６５の第１歯７２を右側Ｙ
１に反転させたときの形状と一致する。ただし、それぞれの第１歯７２の歯先７２Ａのチ
ルト方向Ｃにおける位置と、それぞれの第２歯９６の歯先９６Ａとのチルト方向Ｃにおけ
る位置とは一致しておらず、互いにずれている。詳しくは、前側Ｘ２の第２歯列９７Ａの
第２歯９６の歯先９６Ａは、ツース係合部６５の前側Ｘ２の第１歯列７１Ａの第１歯７２
の歯先７２ＡからピッチＰ１の半分に相当する距離Ｌ１だけチルト方向Ｃにずれた位置に
ある。また、後側Ｘ１の第２歯列９７Ｂの第２歯９６の歯先９６Ａは、ツース係合部６５
の後側Ｘ１の第１歯列７１Ｂの第１歯７２の歯先７２ＡからピッチＰ２の半分に相当する
距離Ｌ２だけチルト方向Ｃにずれた位置にある。以下では、距離Ｌ１および距離Ｌ２を総
称して距離Ｌということもある。距離Ｌは、必ずしもピッチＰの半分に相当している必要
はなく、ピッチＰよりも小さければよい。
【００７５】
　ツース部材９５は、ツース部材６６の第３歯列７５の代わりに、チルト方向Ｃに並ぶ複
数の第４歯９８によって構成された第４歯列９９を含む点でツース部材６６と異なるが、
第４歯９８の形状は、基準面３Ｄを中心としてツース部材６６の第３歯８２を右側Ｙ１に
反転させたときの形状と一致する。そして、第３歯８２の歯先８２Ａと第４歯９８の歯先
９８Ａとがチルト方向Ｃにおいて同じ位置にある。詳しくは、前側Ｘ２の第４歯列９９Ａ
の第４歯９８の歯先９８Ａが、ツース部材６６の前側Ｘ２の第３歯列７５Ａにおけるいず
れかの第３歯８２の歯先８２Ａとチルト方向Ｃにおいて同じ位置にある。また、後側Ｘ１
の第４歯列９９Ｂの第４歯９８の歯先９８Ａが、ツース部材６６の後側Ｘ１の第３歯列７
５Ｂの第３歯８２の歯先８２Ａとチルト方向Ｃにおいて同じ位置にある。すなわち、第３
歯８２と第４歯９８とは、チルト方向Ｃにおいて同位相に配置されている。
【００７６】
　一方、本実施形態において、第１歯７２と第３歯８２とが噛み合っており、第４歯９８
が第２歯９６に乗り上げている場合（図９の状態）を想定する。この状態で、第４歯９８
の歯先９８Ａと第２歯９６の歯先９６Ａとは、チルト方向ＣにピッチＰの半分に相当する
距離Ｌだけずれている。
　この状態で二次衝突による衝撃によりチルト方向Ｃへ作用する力が発生すると、第１歯
７２と第３歯８２とが引き続き噛み合った状態で維持される。一方、今まで第２歯９６に
乗り上げていた第４歯９８は、第４歯列９９が第２歯列９７に対して滑ることによってチ
ルト方向Ｃに上向きにピッチＰの半分に相当する距離だけずれることによって、第２歯９
６と噛み合う。
【００７７】
　ここで、第１歯７２と第２歯９６とがチルト方向Ｃにおいて同位相に配置されており、
第３歯８２と第４歯９８とがチルト方向Ｃにおいて同位相に配置されている比較例の構成
を想定する。比較例では、ツースオンツース状態で二次衝突が発生し、第１歯７２および
第３歯８２同士が噛み合うためには、第１歯列７１に対して第３歯列７５が滑ってチルト
方向Ｃの上向きに最大でピッチＰに相当する距離だけずれなければならないし、第２歯列
９７に対して第４歯列９９が滑ってチルト方向Ｃの上向きに最大でピッチＰに相当する距
離だけずれなければならない。
【００７８】
　しかし本実施形態のように、第１歯７２と第３歯８２とが噛み合っており、第４歯９８
が第２歯９６に乗り上げている場合には、第４歯９８がピッチＰよりも小さい距離（本実
施形態ではピッチＰの半分に相当する距離）だけずれることによって、第２歯９６と第４
歯９８とが噛み合うことができる。
　さらに、この場合、第１歯７２および第３歯８２同士と第２歯９６および第４歯９８同
士との間で、チルト方向Ｃにおける位置がずれるので、二次衝突後のステアリング装置１
の状態を示した模式図である図１０Ａに示すように、右端部４０Ｃを左端部４０Ｂよりも
上側Ｚ１に移動させるようにチルトボルト４０が左右方向Ｙに対して傾く。これに伴い、
チルトボルト４０を支持するコラムジャケット４が傾くので、コラムジャケット４の中心
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軸４Ａはチルト方向Ｃに上向きに移動する。因みに、図１０Ａでは、傾く前のコラムジャ
ケット４およびチルトボルト４０を二点鎖線で図示している。
【００７９】
　中心軸４Ａは、左右方向Ｙにおいてチルトボルト４０の左端部４０Ｂと右端部４０Ｃと
の間の略中央に位置する。そのため、中心軸４Ａがチルト方向Ｃに移動する距離ＬＣは、
第４歯列９９が第２歯列９７に対してチルト方向Ｃにずれる際に右端部４０Ｃがチルト方
向Ｃに移動する距離ＬＲ（滑り量ＬＲともいう）よりも小さく、具体的には距離ＬＲの半
分、すなわちピッチＰの１／４に相当する。
【００８０】
　したがって、二次衝突によってコラムジャケット４がチルト方向Ｃに移動する際におけ
るコラムジャケット４の移動量の低減を図れる。
　また、本実施形態では、距離ＬがピッチＰの半分に相当する。そのため、滑り量ＬＲを
最小にすることができる。したがって、二次衝突によってコラムジャケット４がチルト方
向Ｃに移動する際におけるコラムジャケット４の移動量の低減を一層図れる。
【００８１】
　また、図１０Ｂは、図１０Ａとは異なる状態で二次衝突が発生した後のステアリング装
置１の状態を示した模式図である。図１０Ｂでは、二次衝突前のチルトボルト４０を一点
鎖線で図示している。二次衝突前では、第１歯７２と第３歯８２とが乗り上げており、第
４歯９８が第２歯９６に乗り上げた状態である。図１０Ｂでは、第２歯９６と第４歯９８
とが僅かに乗り上げた状態である。
【００８２】
　図１０Ｂを参照して、この状態のステアリング装置１において、二次衝突が発生すると
、チルトボルト４０の左端部４０Ｂおよび右端部４０Ｃが、いずれも最大でチルト方向Ｃ
にピッチＰの半分に相当する距離を移動したときに、たとえば第１歯７２と第３歯８２と
が噛み合う。図１０Ｂでは、このときのチルトボルト４０を二点鎖線で示している。この
時点でコラムジャケット４の中心軸４Ａは、二次衝突前の状態から、ピッチＰの半分に相
当する距離ＬＣ１だけチルト方向Ｃに移動している。第１歯７２と第３歯８２とが噛み合
った後は、第２歯９６と第４歯９８とが噛み合うために先程と同様にチルトボルト４０お
よびコラムジャケット４が傾き、中心軸４ＡがピッチＰの１／４に相当する距離ＬＣ２だ
けチルト方向Ｃに移動する。
【００８３】
　したがって、第１歯７２と第３歯８２とが乗り上げており、第４歯９８が第２歯９６に
乗り上げている状態で二次衝突が発生した場合にコラムジャケット４の中心軸４Ａがチル
ト方向Ｃに移動する距離ＬＣは、距離ＬＣ１と距離ＬＣ２との合計に相当する。つまり、
距離ＬＣは、最大でピッチＰの３／４に相当する。したがって、この場合でも、中心軸４
Ａが移動する距離ＬＣを低減できる。具体的には、前述した比較例では、中心軸４Ａは最
大でピッチＰに相当する距離だけ移動するため、本実施形態では、中心軸４Ａが移動する
距離ＬＣを比較例の構成よりも約２５％低減できる。
【００８４】
　また、図示しないが、第２歯９６および第４歯９８が互いに噛み合っており、第１歯７
２および第３歯８２が噛み合わずに互いに乗り上げている場合（図１０Ａとは逆の場合）
を想定する。この場合、二次衝突の際には、右端部４０Ｃよりも左端部４０Ｂを上側Ｚ１
に移動させるようにチルトボルト４０が左右方向Ｙに対して傾くので、先程と同様に、二
次衝突によってコラムジャケット４がチルト方向Ｃに移動する際におけるコラムジャケッ
ト４の移動量の低減を図れる。
【００８５】
　この発明は、以上に説明した実施形態に限定されるものではなく、請求項に記載の範囲
内において種々の変更が可能である。
　たとえば、第１歯列７１は、前述した実施形態では、ツース係合部６５の一部としてア
ッパーブラケット６の側板３０に一体形成されることにより、アッパーブラケット６によ
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って支持されているが、側板３０とは別に形成されてもよい。また、第３歯列７５を有す
るツース部材６６は、移動部材４３や移動部材４５と一体化されてもよい。
【００８６】
　これらに関するチルトロック機構９の第１変形例～第３変形例について以下に説明する
。なお、以下の説明では、左側Ｙ２のチルトロック機構９について説明するが、右側Ｙ１
のチルトロック機構９も左側Ｙ２のチルトロック機構９と構造が同じである。
　図１１は、第１変形例に係るチルトロック機構９の分解斜視図である。なお、図１１な
らびに後述する図１２および図１３では、今まで説明した部材と同じ部材には、同じ符号
を付して、その説明を省略する。
【００８７】
　第１変形例では、側板３０とは別の部品として、ツース部材８５が設けられている。ツ
ース部材８５は、左右方向Ｙから見て略矩形状であり、左右方向Ｙに薄い金属板である。
左右方向Ｙから見たときのツース部材８５の略中央部には、ツース部材８５を左右方向Ｙ
に貫通するガイド溝８５Ａが形成されている。ガイド溝８５Ａはチルト方向Ｃに沿って延
びている。一対の第１歯列７１は、ガイド溝８５Ａを軸方向Ｘにおける両側から縁取るよ
うにツース部材８５に一体形成されている。前述した実施形態と同様に、それぞれの第１
歯列７１では、複数の第１歯７２がチルト方向Ｃに沿ってピッチＰで等間隔に並んでいる
。詳しくは、前側Ｘ２の第１歯列７１Ａの複数の第１歯７２は、ピッチＰ１で並んでおり
、後側Ｘ１の第１歯列７１Ｂの複数の第１歯７２は、ピッチＰ２で並んでいる。
【００８８】
　前側Ｘ２の第１歯列７１Ａの第１歯７２の歯先７２Ａは、後側Ｘ１を向いてガイド溝８
５Ａに露出され、後側Ｘ１の第１歯列７１Ｂの第１歯７２の歯先７２Ａは、前側Ｘ２を向
いてガイド溝８５Ａに露出されている。いずれの第１歯７２においても、歯筋７２Ｂは、
左右方向Ｙに沿って延びている。
　ツース部材８５において軸方向Ｘにおけるガイド溝８５Ａの両外側には、上下方向Ｚに
沿って直線的に延びつつツース部材８５を左右方向Ｙに貫通する挿通溝８５Ｂが１つずつ
形成されている。
【００８９】
　挿通溝８５Ｂとほぼ同じ形状の挿通溝３０Ａが、左側Ｙ２の側板３０において軸方向Ｘ
におけるチルト溝３２の両外側に１つずつ形成されている。挿通溝３０Ａは、上下方向Ｚ
に沿って直線的に延びつつ左側Ｙ２の側板３０を左右方向Ｙに貫通している。挿通溝８５
Ｂや３０Ａに沿って長手のブロック状の支持部材８６が一対設けられる。支持部材８６の
左側面に設けられた凸部８６Ａが挿通溝８５Ｂに右側Ｙ１から挿通され、支持部材８６の
右側面に設けられた凸部８６Ｂが挿通溝３０Ａに左側Ｙ２から挿通されている。これによ
り、ツース部材８５は、支持部材８６を介して左側Ｙ２の側板３０によって支持されてい
る。ツース部材８５は、左側Ｙ２の側板３０から左側Ｙ２に離れた状態で位置決めされて
いて、左右方向Ｙから見てガイド溝８５Ａとチルト溝３２とが重なっている。ツース部材
８５が弾性を有するので、第１歯列７１Ａは左右方向Ｙに弾性変形できる。なお、支持部
材８６は、側板３０とは別の部品であってもよいし、側板３０と一体形成されてもよい。
【００９０】
　前述したツース部材６６（図４参照）は省略され、ツース部材６６における一対の第３
歯列７５は、移動部材４３に設けられている。そのため、第１変形例では、移動部材４３
がツース部材６６の機能も兼ねる。この場合の第３歯列７５は、移動部材４３の第２押圧
部５２における軸方向Ｘの両側面に一体形成されている。前述した実施形態と同様に、そ
れぞれの第３歯列７５では、複数の第３歯８２がチルト方向Ｃに沿ってピッチＰで等間隔
に並んでいる。詳しくは、前側Ｘ２の第３歯列７５Ａの複数の第３歯８２は、ピッチＰ１
で並んでおり、後側Ｘ１の第３歯列７５Ｂの複数の第３歯８２は、ピッチＰ２で並んでい
る。前側Ｘ２の第３歯列７５Ａの第３歯８２の歯先８２Ａは、前側Ｘ２を向き、後側Ｘ１
の第３歯列７５Ｂの第３歯８２の歯先８２Ａは、後側Ｘ１を向いている。いずれの第３歯
８２においても、歯筋８２Ｂは左右方向Ｙに沿って延びている。
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【００９１】
　第１変形例のチルトロック機構９では、前述した実施形態のチルトロック機構９と細部
においてさらに異なっていてもよい。たとえば、第１変形例のチルトロック機構９では、
移動部材４３のボス部５３が円筒状に形成されていて、ツース部材８５のガイド溝８５Ａ
と側板３０のチルト溝３２とに対して挿通されている。また、弾性部材６７は、チルトボ
ルト４０およびボス部５３に対して外嵌されるコイルばねであって、ガイド溝８５Ａおよ
びチルト溝３２に挿通されている。弾性部材６７は、移動部材４３の第２押圧部５２とロ
アージャケット２３における左側Ｙ２の延設部３４（図３参照）との間で圧縮されること
によって、前述した復元力を発生させる。なお、第１変形例では、前述したスペーサ６８
を省略してもよい。
【００９２】
　第１変形例の場合には、操作部材４１を操作してステアリング装置１をロック状態にす
る際、移動部材４３は、解除位置からロック位置に向けて右側Ｙ１に移動する。ステアリ
ング装置１がロック状態になると、ロック位置に到達した移動部材４３の第２押圧部５２
は、ツース部材８５のガイド溝８５Ａ内、つまり、一対の第１歯列７１に挟まれた領域に
到達する。この状態では、前側Ｘ２の第１歯列７１Ａの第１歯７２と、移動部材４３にお
ける前側Ｘ２の第３歯列７５Ａの第３歯８２とがチルト方向Ｃに交互に並んで互いに噛み
合う。また、後側Ｘ１の第１歯列７１Ｂの第１歯７２と、後側Ｘ１の第３歯列７５Ｂの第
３歯８２とがチルト方向Ｃに交互に並んで互いに噛み合う。これにより、一対の第１歯列
７１と一対の第３歯列７５とが１つずつ噛み合う。
【００９３】
　そして、操作部材４１を逆向きに操作してステアリング装置１をロック状態から解除状
態にすると、移動部材４３は、ロック位置から左側Ｙ２に移動して解除位置に到達する。
この際、弾性部材６７の復元力によって、解除位置への移動部材４３の移動が促進される
。ステアリング装置１が解除状態になると、第３歯列７５は、第１歯列７１よりも左側Ｙ
２へ移動しており、第３歯列７５と第１歯列７１との噛み合いは、解除される。
【００９４】
　なお、第３歯列７５が第１歯列７１に乗り上げた状態で、ステアリング装置１をロック
状態にするために操作部材４１を操作すると、第１歯列７１Ａは、第３歯列７５に押圧さ
れることによって、左側Ｙ２の側板３０へ向けて弾性変形する。これにより、ステアリン
グ装置１は、前述したツースオンツース状態になる。
　また、右側Ｙ１のチルトロック機構９の各部材は、基準面３Ｄを中心として左側Ｙ２の
チルトロック機構９の各部材を右側Ｙ１に反転させたときの形状とほぼ一致しており、右
側Ｙ１のチルトロック機構９の動きは、左側Ｙ２のチルトロック機構９の動きと左右の向
きが逆である以外ではほとんど同じである。ただし、第１変形例においても、図９に示す
本実施形態と同様に、第１歯７２の歯先７２Ａおよび第２歯９６の歯先９６Ａ、ならびに
、第３歯８２の歯先８２Ａおよび第４歯９８の歯先９８Ａのうちの一方が、チルト方向Ｃ
において同じ位置にあり、他方は、チルト方向ＣにおいてピッチＰよりも小さい距離Ｌだ
けずれていてもよい。これにより、本実施形態と同様の効果を奏する。
【００９５】
　図１２は、第２変形例に係るチルトロック機構９の分解斜視図である。第２変形例に係
るチルトロック機構９は、第１変形例に係るチルトロック機構９と細部が異なる。詳しく
は、第２変形例に係るチルトロック機構９では、一対の第１歯列７１は、ガイド溝８５Ａ
を縁取る位置ではなく、軸方向Ｘにおけるツース部材８５の両側縁に一体形成されている
。それぞれの第１歯列７１では、複数の第１歯７２がチルト方向Ｃに沿ってピッチＰで等
間隔に並んでいる。詳しくは、前側Ｘ２の第１歯列７１Ａの複数の第１歯７２は、ピッチ
Ｐ１で並んでおり、後側Ｘ１の第１歯列７１Ｂの複数の第１歯７２は、ピッチＰ２で並ん
でいる。前側Ｘ２の第１歯列７１Ａの第１歯７２の歯先７２Ａは、前側Ｘ２を向き、後側
Ｘ１の第１歯列７１Ａの第１歯７２の歯先７２Ａは、後側Ｘ１を向いている。いずれの第
１歯７２においても、歯筋７２Ｂは左右方向Ｙに沿って延びている。
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【００９６】
　また、第２変形例では、移動部材４３の第１押圧部５１の軸方向Ｘにおける両端部が、
折曲部５１Ｂとして、右側Ｙ１へ折り曲げられている。折曲部５１Ｂは、一対設けられ、
軸方向Ｘにおいて対向している。第３歯列７５は、移動部材４３において、第２押圧部５
２における軸方向Ｘの両側面ではなく、一対の折曲部５１Ｂの互いの対向面に１つずつ一
体形成される。それぞれの第３歯列７５では、複数の第３歯８２がチルト方向Ｃに沿って
ピッチＰで等間隔に並んでいる。詳しくは、前側Ｘ２の第３歯列７５Ａの複数の第３歯８
２は、ピッチＰ１で並んでおり、後側Ｘ１の第３歯列７５Ｂの複数の第３歯８２は、ピッ
チＰ２で並んでいる。前側Ｘ２の第３歯列７５Ａの第３歯８２の歯先８２Ａは、後側Ｘ１
を向き、後側Ｘ１の第３歯列７５Ｂの第３歯８２の歯先８２Ａは、前側Ｘ２を向いている
。いずれの第３歯８２においても、歯筋７２Ｂは左右方向Ｙに沿って延びている。
【００９７】
　第２変形例の場合には、操作部材４１を操作してステアリング装置１をロック状態にす
る際、移動部材４３は、解除位置からロック位置に向けて右側Ｙ１に移動する。ステアリ
ング装置１がロック状態になると、ロック位置に到達した移動部材４３の第２押圧部５２
は、ツース部材８５のガイド溝８５Ａ内に到達し、移動部材４３の第１押圧部５１におけ
る一対の折曲部５１Ｂが軸方向Ｘにおける両側からツース部材８５を挟む。この状態では
、ツース部材８５における前側Ｘ２の第１歯列７１Ａの第１歯７２と、移動部材４３にお
ける前側Ｘ２の第３歯列７５Ａの第３歯８２とが、チルト方向Ｃに交互に並んで互いに噛
み合う。また、後側Ｘ１の第１歯列７１Ｂの第１歯７２と、後側Ｘ１の第３歯列７５Ｂの
第３歯８２とがチルト方向Ｃに交互に並んで互いに噛み合う。これにより、一対の第１歯
列７１と一対の第３歯列７５とが１つずつ噛み合う。
【００９８】
　そして、操作部材４１を逆向きに操作してステアリング装置１をロック状態から解除状
態にすると、第１変形例と同様に、第３歯列７５と第１歯列７１との噛み合いが解除され
る。第２変形例でも、第１変形例と同様に、ステアリング装置１をツースオンツース状態
にすることができる。
　また、右側Ｙ１のチルトロック機構９の各部材は、基準面３Ｄを中心として左側Ｙ２の
チルトロック機構９の各部材を右側Ｙ１に反転させたときの形状とほぼ一致しており、右
側Ｙ１のチルトロック機構９の動きは、左側Ｙ２のチルトロック機構９の動きと左右の向
きが逆である以外ではほとんど同じである。第２変形例においても、図９に示す本実施形
態と同様に、第１歯７２の歯先７２Ａおよび第２歯９６の歯先９６Ａ、ならびに、第３歯
８２の歯先８２Ａおよび第４歯９８の歯先９８Ａのうちの一方が、チルト方向Ｃにおいて
同じ位置にあり、他方は、チルト方向ＣにおいてピッチＰよりも小さい距離Ｌだけずれて
いてもよい。これにより、本実施形態と同様の効果を奏する。
【００９９】
　図１３は、第３変形例に係るチルトロック機構９の分解斜視図である。第３変形例では
、側板３０とは別の部品として、第１ツース部材８８と第２ツース部材８９が設けられて
いる。
　第１ツース部材８８は、左右方向Ｙから見て略矩形状であり、左右方向Ｙに薄い金属板
である。左右方向Ｙから見たときの第１ツース部材８８の略中央部には、第１ツース部材
８８を左右方向Ｙに貫通するガイド溝８８Ａが形成されている。ガイド溝８８Ａは、チル
ト方向Ｃに対する接線方向、つまり上下方向Ｚに沿って直線的に延びている。ガイド溝８
８Ａは、軸方向Ｘにおいてチルト溝３２よりも狭い。ガイド溝８８Ａには、チルトボルト
４０が挿通される。
【０１００】
　左側Ｙ２の側板３０の左側面において上下方向Ｚにおけるチルト溝３２の両外側には、
左側Ｙ２に突出しつつ軸方向Ｘに沿って直線状に延びるリブ状のガイド部９０が１つずつ
一体形成されている。第１ツース部材８８は、上下のガイド部９０の間に配置され、これ
らのガイド部９０を介して側板３０によって支持されている。第１ツース部材８８は、ガ
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イド部９０に沿って軸方向Ｘにスライドできるが、軸方向Ｘ以外の方向へは移動できない
。また、左側Ｙ２の側板３０の左側面において軸方向Ｘにおけるチルト溝３２の両外側に
は、右側Ｙ１へ窪みつつチルト溝３２と平行に延びる受入溝９１が１つずつ形成されてい
る。
【０１０１】
　一対の第１歯列７１は、軸方向Ｘにおける第１ツース部材８８の両側縁に一体形成され
ている。前述した実施形態や第１変形例や第２変形例とは異なり、第３変形例におけるそ
れぞれの第１歯列７１では、複数の第１歯７２が、上下方向Ｚに沿ってピッチＰで等間隔
に直線状に並んでいる。前側Ｘ２の第１歯列７１Ａの第１歯７２の歯先７２Ａは、前側Ｘ
２を向き、後側Ｘ１の第１歯列７１Ａの第１歯７２の歯先７２Ａは、後側Ｘ１を向いてい
る。いずれの第１歯７２においても、歯筋７２Ｂは左右方向Ｙに沿って延びている。
【０１０２】
　第２ツース部材８９は、軸方向Ｘに長手で左右方向Ｙに薄いブロック状に形成されてい
て、第１ツース部材８８の左側Ｙ２に配置される。軸方向Ｘにおける第２ツース部材８９
の略中央には、第２ツース部材８９を左右方向Ｙに貫通する嵌合穴８９Ａが形成されてい
る。嵌合穴８９Ａは、左右方向Ｙから見て、移動部材４３の第１押圧部５１と一致してお
り、嵌合穴８９Ａには第１押圧部５１が左側Ｙ２から嵌め込まれる。これにより、第２ツ
ース部材８９は移動部材４３に一体化される。
【０１０３】
　第２ツース部材８９の軸方向Ｘにおける両端部が、折曲部８９Ｂとして、右側Ｙ１へ折
り曲げられている。折曲部８９Ｂは、一対設けられ、軸方向Ｘにおいて対向している。第
３歯列７５は、一対の折曲部８９Ｂの互いの対向面に１つずつ一体形成される。前側Ｘ２
の第３歯列７５Ａの第３歯８２の歯先８２Ａは、後側Ｘ１を向き、後側Ｘ１の第３歯列７
５Ａの第３歯８２の歯先８２Ａは、前側Ｘ２を向いている。いずれの第３歯８２において
も、歯筋７２Ｂは左右方向Ｙに沿って延びている。第３変形例におけるそれぞれの第３歯
列７５では、第１歯列７１と同様に、複数の第３歯８２が、上下方向Ｚに沿ってピッチＰ
で等間隔に直線状に並んでいる。
【０１０４】
　第３変形例のチルトロック機構９では、前述した実施形態のチルトロック機構９と細部
においてさらに異なっていてもよい。たとえば、第３変形例のチルトロック機構９では、
移動部材４３の第２押圧部５２が、右側Ｙ１から見て略矩形状の輪郭を有し、移動部材４
３のボス部５３が円筒状に形成されている。第２押圧部５２は、第１ツース部材８８のガ
イド溝８８Ａに嵌め込まれており、この状態で、上下方向Ｚに沿ってスライドできるが、
その他の方向には移動できない。
【０１０５】
　また、弾性部材６７は、左右方向Ｙから見て略矩形状の板ばねであって、左側Ｙ２へ膨
出するように湾曲している。左右方向Ｙから見たときの弾性部材６７の中央には、略矩形
状の嵌合穴６７Ａが形成されている。略矩形状の弾性部材６７の四隅には、左側Ｙ２へ折
れ曲がって延びる爪状の係合部６７Ｂが１つずつ一体形成されている。係合部６７Ｂが第
２ツース部材８９に係合することによって、弾性部材６７は、第２ツース部材８９に位置
決めされ、第２押圧部５２が嵌合穴６７Ａに嵌め込まれることによって、弾性部材６７は
、移動部材４３に位置決めされている。弾性部材６７は、第１ツース部材８８と第２ツー
ス部材８９との間で圧縮されることによって、前述した復元力を発生させる。なお、第３
の変形例では、前述したスペーサ６８を省略してもよい。
【０１０６】
　第３変形例の場合には、操作部材４１を操作してステアリング装置１をロック状態にす
る際、移動部材４３は、第２ツース部材８９を伴って解除位置からロック位置に向けて右
側Ｙ１に移動する。移動部材４３がロック位置に到達してステアリング装置１がロック状
態になると、第２ツース部材８９における一対の折曲部８９Ｂが軸方向Ｘにおける両側か
ら第１ツース部材８８を挟む。この状態では、第１ツース部材８８における前側Ｘ２の第
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１歯列７１Ａの第１歯７２と、第２ツース部材８９における前側Ｘ２の第３歯列７５Ａの
第３歯８２とが上下方向Ｚに交互に並んで互いに噛み合う。また、後側Ｘ１の第１歯列７
１Ｂの第１歯７２と、後側Ｘ１の第３歯列７５Ｂの第３歯８２とが上下方向Ｚに交互に並
んで互いに噛み合う。これにより、一対の第１歯列７１と一対の第３歯列７５とが１つず
つ噛み合う。
【０１０７】
　そして、操作部材４１を逆向きに操作してステアリング装置１をロック状態から解除状
態にすると、移動部材４３は、第２ツース部材８９を伴ってロック位置から左側Ｙ２に移
動して解除位置に到達する。この際、弾性部材６７の復元力によって、解除位置への移動
部材４３および第２ツース部材８９の移動が促進される。ステアリング装置１が解除状態
になると、第３歯列７５は、第１歯列７１よりも左側Ｙ２へ移動しており、第３歯列７５
と第１歯列７１との噛み合いは、解除される。この状態でコラムジャケット４をチルトさ
せると、第２ツース部材８９が、チルト方向Ｃに沿った円弧状の軌跡上でチルトボルト４
０とともに回動する。この際、第２ツース部材８９は、第１ツース部材８８に対して、上
下方向Ｚにおいては相対移動するものの、軸方向Ｘにおいては一体移動する。これにより
、第１歯列７１は、対応する第３歯列７５と軸方向Ｘで同じ位置に常に配置される。その
ため、前述した実施形態や第１変形例や第２変形例とは異なり、第１歯列７１および第３
歯列７５が、チルト方向Ｃに沿った円弧状ではなく、上下方向Ｚに沿った直線状に延びて
いても、チルト調整後に第１歯列７１と第３歯列７５とが確実に噛み合うことができる。
【０１０８】
　なお、第３歯列７５が第１歯列７１に乗り上げた状態で、ステアリング装置１をロック
状態にするために操作部材４１を操作すると、第１歯列７１Ａは、左側Ｙ２の側板３０へ
向けて弾性変形して左側Ｙ２の側板３０の受入溝９１に受け入れられる。これにより、ス
テアリング装置１は、前述したツースオンツース状態になる。
　また、右側Ｙ１のチルトロック機構９の各部材は、基準面３Ｄを中心として左側Ｙ２の
チルトロック機構９の各部材を右側Ｙ１に反転させたときの形状とほぼ一致しており、右
側Ｙ１のチルトロック機構９の動きは、左側Ｙ２のチルトロック機構９の動きと左右の向
きが逆である以外ではほとんど同じである。第３変形例においても、図９に示す本実施形
態と同様に、第１歯７２の歯先７２Ａおよび第２歯９６の歯先９６Ａ、ならびに、第３歯
８２の歯先８２Ａおよび第４歯９８の歯先９８Ａのうちの一方が、チルト方向Ｃにおいて
同じ位置にあり、他方は、チルト方向ＣにおいてピッチＰよりも小さい距離Ｌだけずれて
いてもよい。これにより、本実施形態と同様の効果を奏する。
【０１０９】
　なお、前述した実施形態や第１変形例～第３変形例に限らず、第１歯７２の歯筋７２Ｂ
や第３歯８２の歯筋８２Ｂがチルトボルト４０の中心軸線４０Ａと平行な左右方向Ｙに沿
って延びる構成のチルトロック機構９であれば、本発明を適用できる。そのため、本発明
は、前述した特許文献１に記載されたステアリングコラムにおける保持部およびツースプ
レートの歯にも適用できる。また、第３歯８２は、複数で集まってチルト方向Ｃなどに沿
って並ぶことによって第３歯列７５を構成しているが、歯列を構成しなくてもよい。要は
、第３歯８２は、軸方向Ｘに離れた２箇所に少なくとも１つずつ設けられて、第１歯列７
１に噛み合うことができればよい。同様に、第４歯９８は、複数で集まってチルト方向Ｃ
などに沿って並ぶことによって第４歯列９９を構成しているが、歯列を構成しなくてもよ
い。要は、第４歯９８は、軸方向Ｘに離れた２箇所に少なくとも１つずつ設けられて、第
２歯列９７に噛み合うことができればよい。
【０１１０】
　また、本実施形態や第１変形例～第３変形例とは異なり、第１歯７２の歯先７２Ａと第
２歯９６の歯先９６Ａとがチルト方向Ｃにおいて同じ位置にあり、第３歯の歯先８２Ａと
第４歯９８の歯先９８Ａとがチルト方向Ｃにおいてずれている構成であってもよい。この
構成の場合でも本実施形態と同様の効果を奏する。
　チルトロック機構９は、アッパーブラケット６の右側Ｙ１および左側Ｙ２のいずれか一
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【０１１１】
　また、ステアリング装置１は、操舵部材１１の操舵が補助されないマニュアルタイプの
ステアリング装置に限らず、電動モータによって操舵部材１１の操舵が補助されるコラム
アシストタイプの電動パワーステアリング装置であってもよい。
　また、チルトロック機構９は、テレスコロック機構８を有さないステアリング装置や、
テレスコ調整できないステアリング装置にも適用可能ある。
【０１１２】
　また、チルトロック機構９は、カプセル（図示せず）によってアッパーブラケット６の
連結板３１（図２参照）と車体２（図１参照）とを連結した構成のステアリング装置１に
も適用可能である。二次衝突時には、カプセルおよび連結板３１に跨って挿入された樹脂
ピン（図示せず）が破断されることによって、アッパーブラケット６が車体２から離脱す
る。
【０１１３】
　また、ロアージャケット２３は、一対の側板３０の挟持により縮径してアッパージャケ
ット２２を保持する構成であればよく、たとえば、スリット３３（図２参照）では前側Ｘ
２が閉端となっていてもよい。また、ステアリング装置１は、ロアージャケット２３に代
えて、縮径せずにアッパージャケット２２を保持する構成であってもよい。
【符号の説明】
【０１１４】
１…ステアリング装置、２…車体、３…ステアリングシャフト、３Ａ…一端、４…コラム
ジャケット、４Ａ…中心軸、６…アッパーブラケット、１１…操舵部材、３０…側板、４
０…チルトボルト、４０Ｂ…左端部、４０Ｃ…右端部、４１…操作部材、７１…第１歯列
、７２…第１歯、７２Ａ…歯先、８２…第３歯、８２Ａ…歯先、９６…第２歯、９６Ａ…
歯先、９７…第２歯列、９８…第４歯、９８Ａ…歯先、Ｘ…軸方向、Ｙ…左右方向、Ｃ…
チルト方向、Ｐ…ピッチ、Ｌ…距離
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